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平成１８年３月期        決 算 短 信（連結）        平成１８年５月１２日 

 

上 場 会 社 名               日本精工株式会社              上場取引所  東・大・名・福・札            

コ ー ド 番 号               ６４７１                             本社所在都道府県   

（ＵＲＬ http://www.nsk.com）                 東京都 
 

代  表  者        役職名 代表執行役社長          氏名 朝香 聖一  

問合せ先責任者        役職名 執行役 経理部長     氏名 斉藤 佳男     TEL (03) 3779-7060        

決算取締役会開催日      平成１８年５月１２日 

米国会計基準採用の有無  無 
 

１．18年３月期の連結業績 （平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円    ％           百万円          ％           百万円           ％ 

18年３月期      628,474   8.2           42,552      11.2 38,916         17.6  

17年３月期      580,989   11.3           38,283      47.4 33,100         73.1  
 

１ 株 当 た り 潜 在 株 式 調 整 後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高 
当 期 純 利 益 

当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

          百万円          ％       円   銭       円    銭         ％        ％       ％

18年３月期       25,586        14.5 47  28     47  26 12.1 5.7 6.2 

17年３月期       22,349        56.4 41  35 40  78 11.9 5.3 5.7 

 （注）①持分法投資損益           18年３月期            3,727百万円      17年３月期  3,078百万円 

        ②期中平均株数（連結）    18年３月期        539,343,083株      17年３月期 539,242,550株 

        ③会計処理の方法の変更       有 

        ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

（２）連結財政状態 

 総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

                 百万円               百万円               ％          円    銭 

18年３月期             743,032      235,716         31.7       436    48 

17年３月期             628,583       188,265          30.0       349    07 

 （注）期末発行済株式数（連結）  18年３月期        539,840,117株         17年３月期 539,190,596株 
        

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による     

キャッシュ・フロー 

投資活動による     

キャッシュ・フロー 

財務活動による     

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期末残高 

                 百万円                百万円                百万円             百万円

18年３月期       66,332      △62,386         7,600         51,812 

17年３月期       57,987      △31,638          △46,129         39,387 
 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数      81社       持分法適用非連結子会社数     ０社      持分法適用関連会社数     18社 
 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結   （新規）   ７社   （除外）   １社                 持分法  （新規）   １社    （除外）   ５社 
 

２．19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

中間期 

通  期 

335,000 

680,000 

24,500 

52,000 

22,000 

47,000 

13,000 

28,000 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   51円 87銭     

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 

今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結８ページを参照して下さい。
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１．企業集団の状況 

事業の内容 

当社グループは、当社、子会社 81 社及び関連会社 18 社により構成されており、主として産業機械軸受、

自動車関連製品、精密機器関連製品、その他の事業を行っております。その製品は、自動車、電機・情報

機器、工作機械、産業機械、鉄道・産業車両、鉄鋼等多くの産業に使用されております。 

 

各事業における主要製品、当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 

 

事業区分 主要製品 主要製造会社 主要販売会社 

      

 

 

 

産業機械 

軸受 

 標準玉軸受 
(ミニアチュア・小径軸受・

並径軸受) 

一般産業用軸受 
(円錐・円筒・大型玉軸受) 

 

 

 

 
 

 

※

 

当  社 

ＮＳＫ福島㈱ 

ＮＳＫマイクロプレシジョン㈱ 

井上軸受工業㈱ 

ＮＳＫコーポレーション社 

ＮＳＫブラジル社 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社

ＮＳＫイスクラ社 

ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

昆山恩斯克有限公司 

ＮＳＫ韓国社 

 

 

 

 

自動車 

  関連製品 

  

ハブユニット 

ニードル軸受 

小型円錐軸受 

標準玉軸受 

ステアリング 

電動パワーステアリング 

自動変速機(AT)用部品 

 

 

 

 

 

 

 

 
※

 

 

当  社 

ＮＳＫステアリングシステムズ㈱

ＮＳＫニードルベアリング㈱ 

ＮＳＫワーナー㈱ 

ＮＳＫコーポレーション社 
ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社
ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社 

 
 

     

 精密機器 

  関連製品 

 ボールねじ 

リニアガイド 

ＸＹテーブル 

メガトルクモータ 

液晶カラーフィルター 

   製造用露光装置 

 当   社 

ＮＳＫプレシジョン㈱ 

日本精工九州㈱ 

ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社

ＮＳＫプレシジョンＵＫ社  

     

当  社 

ＮＳＫ販売㈱ 

ＮＳＫコーポレーション社 

ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社 

ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 

ＮＳＫカナダ社 

ＮＳＫブラジル社 

ＮＳＫ ＵＫ社 

ＮＳＫドイツ社 

ＮＳＫプレシジョン・ヨーロッパ社

ＮＳＫイスクラ社 

ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

ＮＳＫシンガポール社 

昆山恩斯克有限公司 

ＮＳＫ韓国社 

ＮＳＫオーストラリア社 

 

その他  機械設備、鋼球等  ＮＳＫマシナリー㈱ 

㈱天辻鋼球製作所 
─ 

 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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以上の事業の概略を系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               は製品の流れ 

                                               は部品等の流れ 

  

上記以外の主要な会社として、米州、欧州におきましては、それぞれの地域の関係会社の統括を行う 

ＮＳＫアメリカズ社とＮＳＫヨーロッパ社があります。 

 

※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 

 

   

海外販売会社 
 ＮＳＫカナダ社 

 ＮＳＫ ＵＫ社 

 ＮＳＫドイツ社 

  ＮＳＫプレシジョン・ヨーロッパ社 

 ＮＳＫインターナショナル(シンガポール)社 

 ＮＳＫシンガポール社 

  ＮＳＫオーストラリア社 

海外製造会社  
（産業機械軸受）  

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社  

ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

   

 

（自動車関連製品） 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 

ＮＳＫステアリングシステムズ 

         ・ヨーロッパ社 

 

（精密機器関連製品） 

ＮＳＫプレシジョンＵＫ社 

 

海外製造・販売会社 

 (産業機械軸受) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫブラジル社 

  ＮＳＫイスクラ社 

  昆山恩斯克有限公司 

  ＮＳＫ韓国社 

 

 (自動車関連製品) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫステアリングシステムズ 

         ・アメリカ社 

  
 

 (精密機器関連製品) 

  ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 

 

 

日  本  精  工  ㈱ （当  社） 
（産業機械軸受、自動車関連製品、 

精密機器関連製品の製造及び販売） 
 

国内販売会社 

 ＮＳＫ販売㈱ 
 

得 意 先 

国内製造会社 
（産業機械軸受） 

  ＮＳＫ福島㈱ 

  ＮＳＫマイクロプレシジョン㈱ 

 ※井上軸受工業㈱ 

（自動車関連製品） 

  ＮＳＫステアリングシステムズ㈱ 

ＮＳＫニードルベアリング㈱ 

※ＮＳＫワーナー㈱ 

（精密機器関連製品） 

  ＮＳＫプレシジョン㈱ 

日本精工九州㈱ 

（その他） 

㈱天辻鋼球製作所 
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２．経営方針 

 

１．経営の基本方針 

当社グループはブランド力を一層高め、国際的に評価される優良企業を目指します。このために、

「Motion & Control を通して世界に貢献する」という企業理念のもと 

1)ユーザーの多様なニーズに対し、顧客満足度 No.１を目指し技術と生産及び販売のＱＣＤＳ 

（Quality, Cost, Delivery, Service）を向上させてまいります。 

2)基幹技術である摩擦と潤滑を制御するトライボロジー技術を通して、地球環境のエネルギー負荷 

の軽減に貢献してまいります。 

3)世界各地に広がるネットワーク拠点が、それぞれの地域社会の良き企業市民となるよう努力して 

まいります。 

 

２．利益配分の基本方針 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきまして

は、安定的な配当を継続実施していくことを基本としつつ、連結ベースでの配当性向や業績水準等を

勘案して決定していきたいと考えております。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 株式投資単位の引下げにつきましては、当社株式の市場での流動性や株価の推移、当社の株主構成

等を勘案しながら判断すべき重要な問題であると認識しております。 

 当社としましては、適切な投資単位の設定について、今後の株式市場の動向等を総合的に検討し、

判断してまいりたいと考えております。 

 

４．目標とする経営指標 

安定的な収益力を表わすものとして営業利益率を重視しますとともに、資産の効率性を追求してキ

ャッシュ・フローに目を向け、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を目指してまいります。 

 

５．中期的な経営戦略 

当社は、当期に完了した３ヵ年中期計画にて成長戦略と体質改善の２つを大きな柱として、収益力

を重視した成長を目指すとともに、経営の健全性と透明性を高める為、平成 16 年より委員会設置会

社に移行し、内部統制機能の充実とリスクマネジメントの強化などに取り組んでまいりました。 

今般、新たに 2008 年度迄の３ヵ年中期計画を策定いたしましたが、成長戦略と体質改善を推進す

るという基本方針に大きな変更はありません。規模の拡大に偏ることなく、強い会社作りを目指し、

体質改革を継続してまいります。メーカーの原点である製品の品質はもとより、あらゆるサービスを

含む全ての品質、即ち「トータル・クオリティーにおいて業界 No.１の会社になる」ことを中期ビジ

ョンとして掲げました。この中期ビジョンの達成に向けて（1）生産力の強化（2）製品開発力の強化

（3）グローバルマネジメントの強化（4）海外事業の収益力強化、の４つの経営課題を推進してまい

ります。 
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６．対処すべき課題 

中期ビジョンの達成と社会的責任の遂行に注力し、企業価値の向上に努めてまいります。 

利益目標に貢献し、高収益企業への転換を促進するため、成長戦略を支える設備投資をグローバルに

実施してまいります。体質改善課題につきましては、「生産力の強化」において、変化への対応力

や品質の抜本的な改善を目指し、NSK 流の生産革新活動（APS *注）を生産、販売、技術及び管理部門

を巻き込んで全社展開し、生産効率・投資効率を高めるとともに、情報の整流化や業務の標準化を推

進し、ビジネススピードを向上してまいります。また、調達革新では戦略的なサプライヤーとの関係

強化、グローバル調達の加速等でコスト力の強化や調達安定化を図ります。 

「製品開発力の強化」では、成長戦略を量と質で支えるため、基盤技術力、製品開発力、設計技術

力、生産技術力を 4 本柱とする技術総合力を高め、市場ニーズに合致した高付加価値の新製品の開発

に努めることにより、売上高全体に占める新製品売上割合を高めてまいります。 

「グローバルマネジメントの強化」では、グローバルな事業運営を支える組織や仕組みの構築とグ

ローバル人材、モノつくり人材の育成に注力し、効率的な事業運営と意思決定のスピードアップを図

るとともに、コーポレート・ガバナンス体制の充実と内部統制システムの整備、強化に努めてまいり

ます。 

「海外事業の収益力強化」では米州、欧州、アジアでの販売体制の更なる整備と工場のモノつくり

力の向上に重点的に取り組んでまいります。 

また、事業を通じて世界中のエネルギーロスを削減することが当社グループの社会的責任と捉え、

地球環境の保全と社会の持続可能な発展に向けて貢献してまいります。具体的には、欧州を中心とし

た有害化学物質の規制強化に対応し、部品や原材料の調達から製造・出荷までの各段階で化学物質の

管理を強化し、いち早く規制に対応した製品をグローバルに供給する体制を整え、環境面からも製品

競争力の強化を図ります。ますます厳しくなるお客様の省エネルギーへの要請に応え、環境貢献型の

商品をさらに拡充するとともに、グローバルに安定して供給することなどにより、地球環境の保全に

貢献します。このように、環境経営のレベルアップを着実に進め、さまざまなステークホルダーとの

信頼関係構築に努めてまいります。 

 

*注  APS---- Advanced Production System 

 

７．親会社等に関する事項 
 該当する事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

１．経 営 成 績 

（１）当期の概況 

当期の日本経済は、期初には輸出の伸び悩みやＩＴ関連分野における調整の動きなど、一部に弱い

動きがみられましたが、個人消費の増加や堅調な設備投資に支えられ、回復基調で推移いたしました。

米国は、ハリケーン被害やエネルギー価格高騰の影響を受けたものの、個人消費や設備投資は底固く

推移し、住宅ブーム等もあって景気の拡大を続けました。ユーロ圏は、ドイツで輸出や生産が増加す

るなど、緩やかな回復基調となりました。アジア諸国につきましては、韓国では輸出の伸びの低下が

みられましたが、中国、台湾、タイ等で景気の拡大が続きました。 

このような状況のもとで、当社グループは中期的な経営課題である全社的な生産革新、バランスシ

ート改革などの体質改善活動を推進するとともに、産業機械軸受、自動車関連製品分野等において積

極的な成長戦略を展開してまいりました。 

この結果、当期の連結業績は売上、利益とも過去最高を更新することができました。当期の売上高

は 6,284 億 74 百万円と前期に比べ 474 億 85 百万円（+8.2%）の増加となりました。 

利益面につきましては、鋼材など原材料価格高騰の影響はありましたが、売上・生産の拡大による

操業度効果、生産性の改善、外部調達コストの削減などのコスト低減、為替が円安に推移したことに

よる輸出採算の改善などにより、営業利益は 425 億 52 百万円と前期に比べ 42 億 69 百万円（+11.2%）

の増益となりました。 持分法投資利益の増加や支払利息の減少等により、経常利益は 389 億 16 百万

円となり、前期に比べ 58 億 16 百万円（+17.6%）の増益となりました。 

特別利益には、投資有価証券売却益 58 億 79 百万円及び、固定資産売却益 16 億 81 百万円を計上し

た一方で、特別損失には米州、欧州での事業構造改善費用 24 億 99 百万円等を計上いたしました。 

これに法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額及び少数株主利益を加味した後の当期純利益は

255 億 86 百万円となり、前期に比べ 32 億 37 百万円（+14.5%）の増益となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

①産業機械軸受 

日本は工作機械、電装、鉄鋼・車両向け等が好調でした。米州はアフターマーケット向けが好調で

したが、電機、一般産業向けはブラジル・レアル高や海外への需要移転等の影響により減少しました。

欧州はアフターマーケット向けや電機向けが好調でした。アジアはアセアン、韓国の電機・情報向け

が減少しましたが、中国、韓国の鉄鋼、工作機械向けは好調でした。この結果、産業機械軸受の売上

高は 1,955 億 56 百万円（前期比+5.4%）となりました。営業利益は、物量増による操業度効果や販売

価格の値上げで、原材料価格の上昇や労務費、販管費などの経費増を跳ね返し 220 億 60 百万円（前

期比+10.6%）となりました。 

 

②自動車関連製品 

自動車軸受はグローバルにホイール用ハブユニット軸受やニードル軸受が好調でした。自動車部品

は日本で電動パワーステアリングやオートマチック・トランスミッション用部品が伸び、米州、タイ、

中国のステアリング・コラムも好調でした。この結果、自動車関連製品の売上高は 3,531 億 24 百万

円（前期比+11.7%）となりました。営業利益は物量増による操業度効果や外部調達コスト削減などに

より、原材料価格の上昇、労務費、設備費、販管費などの経費増をカバーし 173 億 88 百万円（前期

比+10.4%）となりました。 
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③精密機器関連製品 

射出成形機向け、工作機械向けが堅調に推移し、半導体・液晶製造装置向けも回復基調となりまし

た。また、液晶カラーフィルター製造用露光装置は大幅に増加しました。この結果、精密機器関連製

品の売上高は 658 億 31 百万円（前期比+2.6%）となりました。営業利益は、生産性改善による労務費

の削減、一部不採算製品からの撤退、液晶カラーフィルター製造用露光装置の増加などにより 55 億

67 百万円（前期比+16.8%）となりました。 

 

④その他 

国内外グループ向け設備機械が増加しましたが、欧州でのノンコア事業売却による減少もあり、そ

の他の売上高は 235 億 25 百万円（前期比+1.2%）となりました。営業利益は、国内外グループ向け設

備機械の売上原価率上昇等により 13 億 4 百万円（前期比△29.3%）となりました。 

 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

①日本 

産業機械軸受は工作機械、電装、鉄鋼・車両向け等が好調でした。自動車関連製品は、軸受はニー

ドル軸受、自動車部品は電動パワーステアリング、オートマチック・トランスミッション用部品が好

調でした。精密機器関連製品は射出成形機向け、工作機械向けが堅調に推移し、不振だった半導体・

液晶製造装置向けも期末にかけて回復基調となりました。 

この結果、日本の売上高は 4,761 億 66 百万円（前期比+8.4%）となりました。営業利益は、鋼材値

上げの影響はありましたが、物量増による操業度効果、外部調達コストの削減、円安による輸出採算

の改善などにより 355 億 56 百万円（前期比+13.2%）となりました。 

 

②米州 

産業機械軸受は、アフターマーケット向けが好調でしたが、電機及び一般産業向けは不振でした。

自動車関連製品は日系自動車メーカー向けを中心に取入れが好調でした。精密機器関連製品は主力の

半導体製造装置向けが不振でした。為替レート変動による増加も加わり、米州の売上高は 903 億 63

百万円（前期比+12.2%）となりました。営業利益は、北米の工場再編に伴う費用増や精機製品の物量

減などにより 24 億 8 百万円（前期比△5.3%）となりました。 

 

③欧州 

産業機械軸受はアフターマーケット向けや電機向けが好調でした。自動車関連製品は自動車軸受が

好調でしたが、自動車部品は現行車種の生産終了等で減少しました。この結果、欧州の売上高は 1,049

億 36 百万円（前期比+4.8%）となりました。営業利益は、物量増による操業度効果や調達コスト削減

等で鋼材値上げ、ポーランド・ズロチ高によるコストアップ、貸倒れ損失等のマイナス要因をカバー

しきれず 42 億 36 百万円（前期比△11.6%）となりました。 

 

④アジア 

産業機械軸受はアセアン、韓国の電機・情報向けが減少しましたが、中国、韓国の鉄鋼、工作機械

向けは好調でした。自動車関連製品はアセアン、中国、韓国の各地域とも好調でした。精密機器関連

製品は韓国、台湾で好調でした。この結果、アジアの売上高は 757 億 80 百万円（前期比+18.0%）、営

業利益は物量増による操業度効果等により 51 億 45 百万円（前期比+57.7%）となりました。 
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（２）次期の業績見通し 

通期の業績予想は売上高 6,800 億円、営業利益 520 億円、経常利益 470 億円、当期純利益 280 億円

を見込んでおります。この見通し作成にあたっては、以下の要因を考慮しております。 

 

＊通期の想定為替レートは米ドル 108 円、ユーロ 136 円を使用しております。 

＊産業機械軸受につきましては、グローバルな景気拡大や堅調な設備投資等に支えられ、需要が高水

準に推移していることから前期比増収を見込んでおります。 

＊自動車関連製品につきましては、当期も前期を上回る自動車生産が予定されており、日系自動車メ

ーカーを中心に高水準な需要が予想されることから、前期比増収を見込んでおります。 

＊精密機器関連製品につきましては、前期後半から回復基調となった半導体・液晶製造装置向けが好

調で、射出成形機向け、工作機械向け需要も堅調に推移すると予想されることから、前期比増収を

見込んでおります。 

＊その他の事業には、平成18年 3月に完全子会社とした㈱天辻鋼球製作所の業績を含めております。 

 

上記の業績見通しは資料の作成時点においての経済環境や事業方針など一定の前提にもとづいて

作成しております。従って実際の業績は、様々な要因により、これらの業績見通しとは異なる結果と

なりうることをご承知おき下さい。 
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２．財 政 状 態 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前当期純利益430億68百万

円、減価償却費300億99百万円等により、663億32百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却等による収入がありましたものの、成

長が見込まれる分野への設備投資等、有形固定資産の取得や持分法適用会社の子会社化等により、623

億86百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債償還100億円及び配当金の支払額等による支出がありま

したが、社債発行250億円等により、76億円の収入となりました。 

これらの結果、当期末の現金及び現金同等物の残高は518億12百万円と前期末に比べ124億24百万円

の増加となりました。 

 

なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。 

 

 平成 15 年 3 月期 平成 16 年 3 月期 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期

自己資本比率(％) 28.8 30.3 30.0 31.7

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(％) 29.3 44.5 47.3 74.3

債務償還年数(年) 8.6 6.5 3.6 3.4

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 4.1 6.1 11.3 15.0

   

 自己資本比率      ：自己資本／総資産 

 時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数      ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ    ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

（注） １．いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出

しております。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている

負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 
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３．事業等のリスク 

当社グループの事業展開、経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性がある主なリスクには以

下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、決算短信発表日現在において当社グループが判断したも

のであります。 

   

（１）国、地域、産業の経済状況 

製品を販売、製造しております特定の国、地域の経済状況の変動や、取引先が属する産業の景気変

動による経済状況の悪化は、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（２）市場変化への対応と競争 

販売における競争環境はグローバル規模で厳しくなってきており、新興諸国メーカーの低価格品の

急速な伸張による価格競争激化や、自動車関連産業をはじめとした取引先のグローバル展開に対応し

た生産拠点の海外進出の遅れによる販売機会の逸失などのリスクが存在しております。 

 

（３）特定分野への依存 

販売全体の過半を占める自動車関連産業や、精密機器関連製品における半導体製造装置産業、工作

機械産業など、高依存度特定産業分野における急激な需要の縮小は、当社グループの業績と財務状況

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（４）取引先の信用リスク 

当社グループの販売は大手の比較的安定した取引先向けの比率が高いため本リスクは低いものと

認識しておりますが、景気後退やグローバル規模での競争激化の影響を受け、資本力が脆弱化してい

る取引先が潜在している可能性はあり、予測していない不良債権や貸倒れが発生するリスクは常に存

在しております。 

 

（５）事業提携 

提携の当事者間における何らかの不一致が生じ、提携により期待した効果が実現できないなどのリ

スクが存在しております。 

 

（６）特定供給元への依存 

軸受の主要部品である鋼球は当社グループで内製しておりますが、材料及びその他の部品につきま

しては、その特性によって供給元が限定される場合もあり、供給元の生産能力不足や品質不良、市場

における原材料不足、その他の理由により調達への支障をきたしたり、コストアップが発生するなど

のリスクが存在しております。 

 

（７）品質問題 

製品に未検出の重大な欠陥が存在し、重大な事故、リコール及び顧客の生産停止等の事態が発生し

た場合、多大な費用の発生や社会的信用の低下につながるリスクが存在しており、グローバルな製造

物責任保険及び一部の製品についてはリコール保険に加入しておりますが、損害賠償等の損失を十分

にカバーできるとは限りません。 
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（８）新製品開発 

新製品開発には、開発した新製品が市場から支持を得られない、競合他社における同等製品の開発

スピードが当社グループのそれを上回る、あるいは当社グループの新製品を代替する他社の新製品が

出現するなどの様々なリスクが存在しております。 

 

（９）知的財産権 

当社グループの知的財産権が主張できなくなる、第三者の知的財産権の利用承諾が得られない、第

三者から知的財産権の侵害を主張される、特定の地域において不正競争品を効果的に排除できないな

どのリスクが存在しております。 

 

（10）海外事業展開 

海外事業への投資資本の回収が当初の事業計画どおり進まないリスク、進出地域の特性により新拠

点が計画通り立ち上げられないリスク、生産拠点の移転や撤退につながるリスク等のほかに、進出先

各国、地域特有の事業環境や制度に伴う不可避のリスクが存在しております。 

 

（11）災害・テロ等 

当社グループ及び当社グループ取引先の事業拠点が地震、洪水、火災等の災害や、暴動、テロ攻撃

または反日的行動などによる物的・人的被害を受けた場合、当社グループの生産・販売活動に悪影響

が及ぶ可能性があります。 

 

（12）コンプライアンス 

企業倫理規定を制定し法令遵守の徹底を図っておりますが、法令違反が発生し、それに伴い社会的

信用を失墜し、また経済的制裁を受ける可能性がないとはいえません。 

 

（13）訴訟対応 

当社グループの製品欠陥により製造物責任訴訟を提訴された場合を想定し、製造物責任保険に加入

しておりますが、この保険により無制限に当社グループの賠償負担を担保するものではありません。 

また、製造物責任以外の訴訟につきましても、訴訟が生じる可能性はないとはいえません。 

 

（14）情報管理 

事業遂行に関連し有している多くの重要情報や個人情報が、予期せぬ事態により流出する可能性は

皆無ではなく、このような事態が生じた場合、社会的信用の失墜やその対応のために多額の費用負担

などのリスクが存在しております。 

 

（15）情報開示及び株主利益 

当社グループは適時開示に関わる運用体制を整備し、会社情報の公正かつ適時適切な開示及び財務

報告の信頼性の確保等に努めておりますが、法令・通達等の制定・変更あるいは証券取引所ルールの

改定等、状況変化への適切な対応や財務報告に関連する業務プロセスの検証が十分でない場合、情報

開示の適切性を欠き、市場での株主価値の下落並びに株主にとっての不利益を招来する可能性がない

とは言えません。 
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（16）環境問題 

当社グループは生産活動の過程で環境負荷物質や土壌汚染等に関する問題が生じるなどのリスク

を抱えております。 
現在使用が規制されているアスベスト等につきましては、その対策や除去等に関する支出に備える

ため、当連結会計年度において環境安全対策引当金を計上いたしましたが、それ以外の環境問題が生

じた場合には損害の賠償、浄化等の費用負担、罰金又は生産中止等の影響を受ける、あるいは新しい

規制が施行され多額の費用負担が生じるなどのリスクが存在しております。 

 

（17）情報システム 

生産、販売、物流などのサプライチェーンに関わる業務運営を行うオンラインシステムやネットワ

ークに障害が発生し、復旧に長時間を要する可能性があります。また、既存システムの改善の遅れや

新システムの開発･導入に伴い混乱が生じる可能性があります。このような原因により、生産・販売

活動に支障をきたすと共に、取引先の生産計画に影響を及ぼし、取引先からの損害賠償の請求や信用

を損なうリスクが存在しております。 

 

（18）人材確保 

当社グループが競争力を維持するためには、技術または技能に関する優秀な人材を確保・採用する

ことが必要であると考えております。また従業員の年齢構成にも偏りが見られ、当面は定年退職者の

急増が予定されています。しかし、こうした分野での有能な人材確保における競争は高まっており、

当社グループがそのような人材を確保できない場合には、技能の承継にも支障をきたし、当社グルー

プの事業に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（19）労使関係 

海外の各地域、国において労働慣行の相違が存在しており、法環境の変化、経済環境の変化など予

期せぬ事象を起因とした労使関係の悪化、労働争議などのリスクが存在しております。 

 

（20）為替及び金利の変動 

外貨建て商取引及び投資活動等に対する為替変動や、有利子負債に対する金利上昇につきましては、

社内規定に従い必要に応じヘッジ取引を行っていますが、当社グループの業績と財務状況に対する悪

影響を完全に回避できるとは限りません。 

 

（21）退職給付債務 

当社及び国内連結子会社、一部の海外子会社は、確定給付型の年金制度及び退職一時金制度を設け

ており、これらに対する退職給付費用及び債務の算出条件の変更や年金資産運用成績の悪化などによ

り、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼすリスクが存在しております。 
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４．連 結 財 務 諸 表 等 

(１)連結貸借対照表 
(単位 百万円) 

科   目

 
当連結会計年度 

平成 18 年３月 31 日現在

前連結会計年度 

平成 17 年３月 31 日現在 
比 較 増 減 

(資 産 の 部 )  

流 動 資 産  ３１３，５６９

 

２７８，６７８ ３４，８９１

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

有 価 証 券 

棚 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産  

４７，３３２

１１５，２３２

１１，２６１

１０１，３３７

１０，４７７

２９，９２０

△１，９９２

４２９，４６２

２５，９３５ 

１１１，８２１ 

８，５９６ 

８１，７３０ 

１４，３４７ 

３７，６４８ 

△１，４０２ 

 

３４９，９０５ 

２１，３９７

３，４１１

２，６６５

１９，６０７

△３，８７０

△７，７２８

△５９０

７９，５５７

 

有 形 固 定 資 産  ２５０，２３０

 

２０４，６０４ ４５，６２６

建 物 及 び 構 築 物 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

土 地 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 

 

無 形 固 定 資 産  

７３，５８３

１１７，５４１

３６，８５５

２２，２４９

９，９８８

６２，０８３ 

９４，０２０ 

２６，５７０ 

２１，９２９ 

 

８，３８５ 

１１，５００

２３，５２１

１０，２８５

３２０

１，６０３

 

投 資 そ の 他 の 資 産  

 

１６９，２４４

 

１３６，９１５ 

 

３２，３２９

投 資 有 価 証 券 １２５，８７６ ９２，７２７ ３３，１４９

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

前 払 年 金 費 用 

そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産 

貸 倒 引 当 金 

１９８

２，８２５

３３，７３１

７，５４５

△９３３

２７３ 

２，５９３ 

３５，４５４ 

７，０１６ 

△１，１５０ 

△７５

２３２

△１，７２３

５２９

２１７

   

資 産 合 計 ７４３，０３２ ６２８，５８３ １１４，４４９

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
－連結 14－

 

 

 

(単位 百万円) 

科   目

 
当連結会計年度 

平成 18 年３月 31 日現在

前連結会計年度 

平成 17 年３月 31 日現在 
比 較 増 減 

(負 債 の 部 )  

流 動 負 債  ２６６，８３４

 

２３４，３００ ３２，５３４

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 

短 期 借 入 金 

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 

社 債 

未 払 法 人 税 等 

そ の 他 の 流 動 負 債 

 

固 定 負 債  

１１１，９９２

８０，１８４

５，０００

１０，０００

７，８４５

５１，８１２

２２８，３７３

９７，６２３ 

７５，６５５ 

－ 

１０，０００ 

５，７５３ 

４５，２６８ 

 

１９４，４２０ 

１４，３６９

４，５２９

５，０００

－

２，０９２

６，５４４

３３，９５３

社 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

環 境 安 全 対 策 引 当 金  

そ の 他 の 固 定 負 債 

８５，０００

４２，７３３

４２，９５８

４１，４２８

７００

９０９

１４，６４２

７０，０００ 

５１，５２９ 

２２，４８４ 

３４，２８１ 

４１４ 

－ 

１５，７１０ 

１５，０００

△８，７９６

２０，４７４

７，１４７

２８６

９０９

△１，０６８

  

負 債 合 計 ４９５，２０８ ４２８，７２１ ６６，４８７

(少 数 株 主 持 分 )  

少 数 株 主 持 分  １２，１０７

 

１１，５９６ ５１１

(資 本 の 部 )  

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

６７，１７６

７８，０９７

７１，２４１

４２，２９７

△１８，８７１

△４，２２４

 

６７，１７６ 

７７，９２５ 

５５，７８３ 

２１，２４４ 

△２９，４４７ 

△４，４１７ 

－

１７２

１５，４５８

２１，０５３

１０，５７６

１９３

資 本 合 計 ２３５，７１６ １８８，２６５ ４７，４５１

負債、少数株主持分及び資本合計 ７４３，０３２ ６２８，５８３ １１４，４４９

 

   当連結会計年度                 前連結会計年度 

（注）１．有形固定資産の減価償却累計額       ４９０，６２３百万円       ４３４，７７９百万円 

    

       ２．保証債務                            ８５６百万円             ４６０百万円 

         （保証類似行為を含めております。） 

 

 

           

                                                                                                     

 

 

 

 

 

 

 



 
－連結 15－

 

 

 

(２)連結損益計算書 

(単位 百万円)

科   目 

当連結会計年度 

自 平成 17 年４月 1 日 

至 平成18年３月31日 

前連結会計年度 

自 平成 16 年４月 1 日 

至 平成17年３月31日 比 較 増 減 

 
金 額 

対売上高

比 率 
金 額 

対売上高 

比 率 
金  額 伸び率

 

売       上       高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

６２８，４７４

４８７，７１７

１４０，７５７

９８，２０４

４２，５５２

％

100.0

77.6

22.4

  

15.6

6.8

５８０，９８９

４５０，３０５

１３０，６８３

９２，４００

３８，２８３

％ 

100.0 

77.5 

22.5 

 

15.9 

6.6 

４７，４８５

３７，４１２

１０，０７４

５，８０４

４，２６９

％

8.2

8.3

7.7

6.3

11.2

 

営 業 外 収 益 ８，８１６ 1.4 ７，０４６

 

1.2 １，７７０ 25.1

受取利息及び配当金 

持分法による投資利益 

雑 益 

 

営 業 外 費 用 

１，７９５

３，７２７

３，２９３

１２，４５２

0.3

0.6

0.5

  

     2.0

１，４０６

３，０７８

２，５６１

１２，２２９

0.3 

0.5 

0.4 

  

     2.1 

３８９

６４９

７３２

２２３

27.7

21.1

28.6

  

  1.8

支 払 利 息 

雑 損 

 経 常 利 益 

４，５６６

７，８８６

３８，９１６

0.7

1.3

6.2

５，００５

７，２２３

３３，１００

0.9 

1.2 

5.7 

△４３９

６６３

５，８１６

△8.8

9.2

17.6

 

特 別 利 益 ７，５６１ 1.2 ２，３６３

 

0.4 ５，１９８ 219.9

投資有価証券売却益 

固 定 資 産 売 却 益 

確定拠出年金移行差益 

 

特 別 損 失 

５，８７９

１，６８１

－

３，４０９

0.9

0.3

－

  

     0.5

１，３０４

－

１，０５９

４３２

0.2 

－ 

0.2 

  

     0.1 

４，５７５

１，６８１

△１，０５９

２，９７７

350.6

－

－

  

688.2

事 業 構 造 改 善 費 用 

環境安全対策引当金繰入額 

固 定 資 産 除 却 損 

関係会社株式売却損 

投資有価証券評価損 

 

税金等調整前当期純利益 

２，４９９

９０９

－

－

－

４３，０６８

0.4

0.1

－

－

－

  

6.9

－

－

１９３

１５７

８１

３５，０３１

－ 

－ 

0.1 

 0.0 

0.0 

 

6.0 

２，４９９

９０９

△１９３

△１５７

△８１

８，０３７

－

－

－

 －

－

  22.9

法人税､住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

１１，９２５

４，４８６

1.9

0.7

８，８９０

２，７１１

1.5 

0.5 

３，０３５

１，７７５

34.1

65.5

少 数 株 主 利 益 

 

当 期 純 利 益 

１，０６９

２５，５８６

0.2

4.1

１，０８０

２２，３４９

0.2 

 

3.8 

△１１

３，２３７

△1.0

14.5

     

 

 

 
 

 

 



 
－連結 16－

 

 

 (３)連結剰余金計算書 

(単位 百万円) 

科  目  

当連結会計年度 

自 平成17年４月 1日

至 平成18年３月31日

前連結会計年度 

自 平成16年４月 1日 

至 平成17年３月31日 

比 較 増 減 

 

資 本 剰 余 金 の 部  

 

   

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

 

資 本 剰 余 金 増 加 高 

自 己 株 式 処 分 差 益 

 

７７，９２５ 

 

１７１ 

１７１ 

 

７７，９２３ 

 

２ 

２ 

 

２ 

 

１６９ 

１６９ 

 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ７８，０９７ ７７，９２５ １７２ 

利 益 剰 余 金 の 部   

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ５５，７８３ ５８，８５６ △３，０７３

利 益 剰 余 金 減 少 高 １０，１２８ ２５，４２２ △１５，２９４

配 当 金 

役 員 賞 与 

英国子会社の退職給付債務処理額 

 

当 期 純 利 益 

６，４７９

－

３，６４９

２５，５８６

５，９３０ 

４９ 

１９，４４２ 

 

２２，３４９ 

５４９

△４９

△１５，７９３

３，２３７

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ７１，２４１ ５５，７８３ １５，４５８

 

 



 
－連結 17－

 

 

(４)連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位 百万円) 

 

 

 

 

科         目 

 

当連結会計年度 

自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日

前連結会計年度 

自 平成16年4月 1日 

至 平成17年3月31日 

比 較 増 減

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ４３，０６８ ３５，０３１ ８，０３７

2. 減 価 償 却 費 ３０，０９９ ２７，４３５ ２，６６４

3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ４９０ ５７０ △８０

4. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) ３０９ △４４２ ７５１

5. 退 職 給 付 引 当 金 及 び 前 払 年 金 費 用 の 増 減 額 ２，３４４ △１６，８４９ １９，１９３

6. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △１，７９５ △１，４０６ △３８９

7. 支 払 利 息 ４，５６６ ５，００５ △４３９

8. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △３，７２７ △３，０７８ △６４９

9. 有 形 固 定 資 産 売 却 益 △１，６８１ － △１，６８１

10. 有 形 固 定 資 産 除 却 損 － １９３ △１９３

11. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △５，８７９ △１，３０４ △４，５７５

12. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 － ８１ △８１

13. 関 係 会 社 株 式 売 却 損 － １５７ △１５７

14. 売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) ３，４９１ １０，２８０ △６，７８９

15. 棚 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) △１０，６６５ △５，１７１ △５，４９４

16. 仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) １０，０６９ １３，７７６ △３，７０７

17. そ の 他 ６，４０４ ５，１８１ １，２２３

 小                 計 ７７，０９５ ６９，４６１ ７，６３４

18. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ３，７５７ ４，２３１ △４７４

19. 利 息 の 支 払 額 △４，４１４ △５，１４７ ７３３

20. 法 人 税 等 の 支 払 額 △１０，１０５ △１０，５５７ ４５２

 営業活動によるキャッシュ・フロー ６６，３３２ ５７，９８７ ８，３４５

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

1. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △４７，１５７ △３３，７４１ △１３，４１６

2. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ３，１４８ １，８５４ １，２９４

3. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △４２ △１３３ ９１

4. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ９，６５５ ２，２０６ ７，４４９

5. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △２７，５３９ － △２７，５３９

6. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 △１３０ △８７１ ７４１

7. 持 分 法 適 用 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 ７８２ － ７８２

8. 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △７３ △２２６ １５３

9. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １５８ ２２０ △６２

10. そ の 他 △１，１８７ △９４６ △２４１

   投資活動によるキャッシュ・フロー △６２，３８６ △３１，６３８ △３０，７４８

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

1. 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) ３３６ △１２，３０６ １２，６４２

2. コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー の 純 増 減 額 ５，０００ － ５，０００

3. 長 期 借 入 に よ る 収 入 ７，７７２ ９６２ ６，８１０

4. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △１３，９７８ △２，２２３ △１１，７５５

5. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 ２５，０００ １０，０００ １５，０００

6. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △１０，０００ △３６，９８９ ２６，９８９

7. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △５９ △５８ △１

8. 配 当 金 の 支 払 額 △５，９３５ △５，１２６ △８０９

9. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △１３１ △２３１ １００

10. そ の 他 △４０２ △１５７ △２４５

   財務活動によるキャッシュ・フロー ７，６００ △４６，１２９ ５３，７２９

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ８７８ １７５ ７０３

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） １２，４２４ △１９，６０５ ３２，０２９

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 ３９，３８７ ５８，９９３ △１９，６０６

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 ５１，８１２ ３９，３８７ １２，４２５
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

１． 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

  （１）連結子会社 

連結子会社数は８１社（国内２３社、海外５８社）であります。 

     主要会社名：ＮＳＫ販売㈱、ＮＳＫ福島㈱、ＮＳＫステアリングシステムズ㈱、ＮＳＫプレシジョン㈱ 

         ＮＳＫニードルベアリング㈱、㈱天辻鋼球製作所、ＮＳＫアメリカズ社、ＮＳＫブラジル社 

ＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫベアリング・インドネシア社、昆山恩斯克有限公司、ＮＳＫ韓国社 

 

  （２）非連結子会社の名称等 

  エイケイエス販売㈱、日東鋼球製造㈱、天辻産業㈱、堺天辻鋼球製造㈱ 

  非連結子会社等４社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金

（持分相当額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。 

 

  （３）持分法適用会社 

  持分法を適用する会社数は１８社（国内１０社、海外８社）であります。 

     主要会社名：ＮＳＫワーナー㈱ 

 

  （４）持分法を適用しない非連結子会社の名称等 

  エイケイエス販売㈱、日東鋼球製造㈱、天辻産業㈱、堺天辻鋼球製造㈱ 

持分法を適用していない非連結子会社４社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

  （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結子会社 

・新規設立による増加 ：１社 恩斯克（中国）銷售有限公司 

・所有割合変更に伴い 

持分法適用会社から異動 

：４社 （株）天辻鋼球製作所 

ＡＫＳ東日本（株） 

ＡＫＳプレシジョンボール・ヨーロッパ社 

ＡＫＳプレシジョンボール・インドネシア社 

・株式取得による増加 ：２社 愛克斯精密鋼球（杭州）有限公司 

※ＡＫＳプレシジョンボール・ポーランド社 

・株式譲渡による減少    ：１社 イスクラ・プレシジョンプラント社 

  

  持分法適用会社  

・新規設立による増加 ：１社 恩斯克華納変速器零部件（上海）有限公司 

・株式譲渡による減少 ：１社 エアロエンジン・ベアリングＵＫ社 

・所有割合変更に伴い 

連結子会社に異動 

：４社 （株）天辻鋼球製作所 

ＡＫＳ東日本（株） 

ＡＫＳプレシジョンボール・ヨーロッパ社 

ＡＫＳプレシジョンボール・インドネシア社 

 

※ＡＫＳプレシジョンボール・ポーランド社は、期中に株式取得により持分適用関連会社となりましたが、

平成 18 年３月 31 日付で所有割合変更に伴い連結子会社となりました。 
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２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 海外連結子会社５８社、中外商事㈱の決算日は１２月末日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた連結会社間の重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）であります。 

その他有価証券 

 時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

② 棚卸資産 

製品及び材料は、総平均法に基づく低価法であります。 

仕掛品は総平均法に基づく原価法、貯蔵品は移動平均法に基づく原価法であります。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

  有形固定資産 

原則として定率法によっておりますが、一部の連結子会社及び国内会社の平成10年４月１日以降に取得した 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準   

① 貸倒引当金 

    貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した期末の金銭債権に対し、一般債権につい

ては貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上

しております。 

② 退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき退職給付引当

金または前払年金費用を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の定数（主として５年）による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額

法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

④ 環境安全対策引当金 

建物及び設備等に使用されているアスベスト及びポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)の除去、処分等に関す

る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる費用を計上しております。 

当連結会計年度においてその除去等の計画が策定されたことに伴い引当金を計上し、この結果、税

金等調整前当期純利益は 909 百万円減少しております。 
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（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場 

により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主として 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 一部の在外子会社については、通常の売買取引に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

       ヘッジ手段          ヘッジ対象 

       為替予約      外貨建債権債務 

   金利スワップ        借入金 

③ ヘッジ方針 

当社グループは、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権債

務の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利スワップ

取引を行うものとしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価

としております。 

 

（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

② 連結納税制度の適用 

当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。 

  

４．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易 

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短 

期投資からなっております。 

 

 

 

会計処理の変更 

   

固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 
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５．セ グ メ ン ト 情 報  

１．事業の種類別セグメント情報 

     (単位 百万円) 

 
当連結会計年度 

自 平成 17年４月  1日 

至 平成 18年３月 31日 
 

 
産業機械

軸受 

自動車 

関連製品

精密機器

関連製品
その他 計 

消 去 

又は全社
連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

 売上高    

(１) 外部顧客に 

対する売上高 

195,556 353,124 65,831 13,962 628,474       － 628,474

(２) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

－ － － 9,562 9,562 (9,562)       －

    計 195,556 353,124 65,831 23,525 638,037 (9,562) 628,474

 営 業 費 用 173,496 335,735 60,263 22,220 591,717 (5,794) 585,922

 営 業 利 益 22,060 17,388 5,567 1,304 46,320 (3,768) 42,552

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 

   

 資   産 227,506 263,429 60,889 87,698 639,522 103,509 743,032

 減価償却費 11,662 15,455 3,868 298 31,284 (1,185) 30,099

 資本的支出 17,088 30,048 2,700 397 50,236 (1,452) 48,784

 

     (単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成 16年４月  1日 

至 平成 17年３月 31日 
 

 
産業機械

軸受 

自動車 

関連製品

精密機器

関連製品
その他 計 

消 去 

又は全社
連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

 売上高    

(１) 外部顧客に 

対する売上高 

185,473 316,169 64,186 15,160 580,989       － 580,989

(２) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

－ － － 8,078 8,078 (8,078)       －

    計 185,473 316,169 64,186 23,239 589,067 (8,078) 580,989

 営 業 費 用 165,523 300,420 59,420 21,395 546,760 (4,054) 542,706

 営 業 利 益 19,949 15,748 4,765 1,844 42,307 (4,024) 38,283

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 

   

 資   産 238,574 233,148 66,178 20,107 558,009 70,574 628,583

 減価償却費 10,900 13,759 3,659 314 28,633 (1,197) 27,435

 資本的支出 13,845 19,614 5,659 192 39,312 (1,152) 38,160

 

（注）１．各事業区分の主要製品は、１．企業集団の状況に記載しております。 

   ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 

             当連結会計年度    ３，９９４百万円 

             前連結会計年度    ４，１３０百万円 

    であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

   ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 

             当連結会計年度  １１４，７８５百万円 

             前連結会計年度   ８０，４９９百万円 

      であり、その主なものは、余剰資金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）であります。 
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２．所在地別セグメント情報                                   (単位 百万円) 

   

当連結会計年度 
 自 平成17年４月  1日

至 平成18年３月31日

 

  

日本 

 

米州 

 

欧州 

 

アジア 

 

計 

消 去

又は全社

 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

(1)外部顧客に 

対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

 

 

379,103 

 

97,063 

89,879

484

97,457

7,479

62,034

13,746

 

 

628,474 

 

118,772 

－

(118,772)

628,474

－

  売上高又は振替高   

計 476,166 90,363 104,936 75,780 747,247 (118,772) 628,474

営業費用 440,610 87,954 100,699 70,635 699,900 (113,978) 585,922

営業利益 35,556 2,408 4,236 5,145 47,347 (4,794) 42,552

Ⅱ 資     産 631,829 65,243 78,207 82,245 857,526 (114,494) 743,032

 

                                  (単位 百万円) 

   

前連結会計年度 
 自 平成16年４月  1日

至 平成17年３月31日

 

  

日本 

 

米州 

 

欧州 

 

アジア 

 

計 

消 去 

又は全社

 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

(1)外部顧客に 

対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

 

 

355,179 

 

84,280 

79,871

644

93,343

6,825

52,595

11,610

 

 

580,989 

 

103,361 

－

(103,361)

580,989

－

  売上高又は振替高   

計 439,460 80,515 100,168 64,205 684,350 (103,361) 580,989

営業費用 408,042 77,973 95,378 60,942 642,337 (99,631) 542,706

営業利益 31,417 2,542 4,790 3,262 42,013 (3,730) 38,283

Ⅱ 資     産 571,460 55,257 73,906 62,985 763,609 (135,025) 628,583

 

(注) １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２． 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

        米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 

        欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 

        アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 

             当連結会計年度    ３，９９４百万円 

             前連結会計年度    ４，１３０百万円 

     であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 

             当連結会計年度  １１４，７８５百万円 

             前連結会計年度   ８０，４９９百万円 

     であり、その主なものは、余剰資金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）であります。 
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３．海外売上高 

                                           (単位 百万円) 

 
当連結会計年度 

自 平成17年４月  1日 

至 平成18年３月31日 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 海外売上高 ９２，３６７ ９８，１６５ １０７，８８０

 

２９８，４１３ 

 

Ⅱ 連結売上高 

    

６２８，４７４ 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合 

％

１４．７ 

％

１５．６ 

％

１７．２ 

％ 

４７．５ 

   

(単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成16年４月  1日 

至 平成17年３月31日 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 海外売上高 ８２，２７９ ９３，６２５ ９４，８３８

 

２７０，７４３ 

 

Ⅱ 連結売上高 

    

５８０，９８９ 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合 

％

１４．２

％

１６．１

％

１６．３

％ 

４６．６ 

 

  

 (注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

    ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ３．各区分に属する主な国又は地域 

        米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 

        欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 

        アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 
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６．生産・受注及び販売の状況 

 

販 売 実 績          

                                                                     (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成17年４月 1日 
至 平成18年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日 

                       
  製 品 別             

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％)

産 業 機 械 軸 受 195,556  31.1% 185,473  31.9% 5.4%

自 動 車 関 連 製 品 353,124  56.2% 316,169  54.4% 11.7%

精 密 機 器 関 連 製 品 65,831  10.5% 64,186  11.1% 2.6%

そ  の  他 13,962  2.2% 15,160  2.6% △7.9%

合 計 628,474  100.0% 580,989  100.0% 8.2%
 
  
(注)1.当社グループの製品は多品種であり、適切な数量表示が困難なため金額のみによって表示して

おります。 
  2.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
       
 

生 産 実 績          

                                                                    (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成17年４月 1日 
至 平成18年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日 

                      
  製 品 別            

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％)

産 業 機 械 軸 受 212,129  34.9% 188,298  35.9% 12.7%

自 動 車 関 連 製 品 323,189  53.1% 267,088  50.8% 21.0%

精密機器関連製品 73,243  12.0% 69,848  13.3% 4.9%

 そ の 他 68  0.0% 65  0.0% 4.9%

合 計 608,631  100.0% 525,301  100.0% 15.9%

 
      
(注)1.金額は平均販売価格によっております。 
  2.上記生産実績は外注加工費及び購入部品費を含んでおります。 
  3.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
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受 注 の 状 況           

当社グループは主として受注による生産を行っておりますが、一部見込みによる生産を行っております。 

受注状況は次のとおりであります。 

 

(１)受注高                                                             (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成17年４月 1日 
至 平成18年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日 

                      
  製 品 別            

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％)

産 業 機 械 軸 受 220,065  31.6% 222,564  34.3% △1.1%

自 動 車 関 連 製 品 405,949  58.3% 355,504  54.9% 14.2%

精密機器関連製品 69,906  10.0% 69,184  10.7% 1.0%

 そ の 他 979  0.1% 642  0.1% 52.5%

合 計 696,901  100.0% 647,896  100.0% 7.6%

 

(２)受注残高                                                           (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成17年４月 1日 
至 平成18年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日 

                      
  製 品 別            

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％)

産 業 機 械 軸 受 45,010  41.5% 40,789  40.9% 10.3%

自 動 車 関 連 製 品 51,799  47.7% 46,728  46.8% 10.9%

精密機器関連製品 11,628  10.7% 11,972  12.0% △2.9%

 そ の 他 147  0.1% 350  0.3% △57.8%

合 計 108,587  100.0% 99,839  100.0% 8.8%

 
(注) 1.金額は平均販売価格によっております。 
   2.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
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７．有価証券 

当連結会計年度 (平成 18 年３月 31 日) 

連結貸借対照表 種    類 
取得原価 

計 上 額 
差  額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)  

① 株 式 18,288 94,538 76,249

② 債 券  

   国債・地方債等 - - -

   社 債 45 49 4

   その他 - - -

③ その他 310 508 198

小  計 18,643 95,096 76,452

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)  

① 株 式 128 111 △16

② 債 券  

   国債・地方債等 9 9 -

   社 債 - - -

   その他 1 1 -

③ その他 87 83 △3

小  計 226 206 △20

合  計 18,870 95,302 76,432

 

 
（３）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日） 

（単位 百万円） 
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

9,655 5,879 25

 

１．当連結会計年度 
 
（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 18 年３月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

当連結会計年度 (平成 18 年３月 31 日) 

連結貸借対照表 種    類 
取得原価 

計 上 額 
差  額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)  

① 国債・地方債等 - - -

② 社 債 3,499 3,510 10

③ その他 599 601 1

小  計 4,099 4,111 11

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)  

① 国債・地方債等 - - -

② 社 債 4,780 4,541 △239

③ その他 1,499 1,488 △11

小  計 6,280 6,029 △251

合  計 10,380 10,141 △239

 
 
（２）その他有価証券で時価のあるもの（平成 18 年３月 31 日現在） 

（単位  百万円） 
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（４）時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日現在） 

（単位  百万円） 
内  容 連結貸借対照表計上額

 その他有価証券 

非上場株式・出資金等（店頭売買株式を除く） 1,284

非上場債券 500

マネー・マネージメント・ファンド 8,759

合  計 10,543

 

 
（５）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

（単位  百万円） 
区  分 １年以内 1 年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超 

債 券 

 国債・地方債等 - 9 - -

 社 債 2,499 4,296 49 984

 その他 1 2,099 - -

合  計 2,501 6,405 49 984
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２．前連結会計年度 
 
（１）その他有価証券で時価のあるもの（平成 17 年３月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

前連結会計年度 (平成 17 年３月 31 日) 

連結貸借対照表 種    類 
取得原価 

計 上 額 
差  額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)  

① 株 式 16,907 51,655 34,748

② 債 券  

   国債・地方債等 - - -

   社 債 58 59 0

   その他 - - -

③ その他 251 287 35

小  計 17,218 52,002 34,784

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)  

① 株 式 1,643 1,391 △252

② 債 券  

   国債・地方債等 19 19 -

   社 債 75 74 △0

   その他 1 1 -

③ その他 146 144 △1

小  計 1,886 1,631 △254

合  計 19,104 53,634 34,529

 
 
（２）前連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

2,206 1,381 80

 
 
（３）時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 17 年３月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

内  容 連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

非上場株式・出資金等（店頭売買株式を除く） 2,706

非上場債券 1,000

マネー・マネージメント・ファンド等 8,495

合  計 12,202

 
 
（４）その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

（単位  百万円） 

区  分 １年以内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超 

債 券 

 国債・地方債等 10 10 - -

 社 債 89 - 545 -

 その他 1 - - -

合  計 100 10 545 -
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８．退職給付 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度等の年金制度及び退職一時

金制度を設けております。また、一部の海外連結子会社では確定給付型の制度を設けております。な

お、当社は退職給付信託を設定しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 
                                                  （単位 百万円） 

 当連結会計年度 

平成 18 年３月 31 日現在 

前連結会計年度 

平成 17 年３月 31 日現在

①退職給付債務 △１６６，００６ △１４５，６１３ 

②年金資産 １８２，６６３ １３４，７５６ 

③未積立退職給付債務 ①＋② １６，６５７ △１０，８５６ 

④未認識数理計算上の差異 △２４，６１６ １１，５２４ 

⑤未認識過去勤務債務 ２６２ ５０４ 

⑥連結貸借対照表計上額純額 ③＋④＋⑤ △７，６９６ １，１７２ 

⑦前払年金費用 ３３，７３１ ３５，４５４ 

⑧退職給付引当金 ⑥－⑦ △４１，４２８ △３４，２８１ 

 

３．退職給付費用に関する事項 
                                                   （単位 百万円） 

 当連結会計年度 

自 平成17年４月 1日 
至 平成18年３月31日 

前連結会計年度 

自 平成16年４月 1日 

至 平成17年３月31日 

①勤務費用 ４，９６１ ４，９３３ 

②利息費用 ５，１８３ ４，８９４ 

③期待運用収益 △４，８２４ △４，５４９ 

④数理計算上の差異の費用処理額 １，６７９ １，７９６ 

⑤過去勤務債務の費用処理額 １２ １６６ 

⑥退職給付費用 ①＋②＋③＋④＋⑤ ７，０１２ ７，２４１ 

⑦確定拠出年金制度への移行に伴う損益 － △１，０５９ 

⑧確定拠出年金制度への掛金支払額 ５９４ ２３０ 

⑨計 ⑥＋⑦＋⑧ ７，６０６ ６，４１２ 

   

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

 当連結会計年度 

平成 18 年３月 31 日現在 

前連結会計年度 

平成 17 年３月 31 日現在

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

②割引率 主として 2.2% 主として 2.2% 

③期待運用収益率 主として 2.2% 主として 2.2% 

④過去勤務債務の額の処理年数   主として 5 年   主として 5 年 

⑤数理計算上の差異の処理年数   主として 10 年   主として 10 年 
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９．税効果会計 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  当連結会計年度  前連結会計年度  

      

繰延税金資産 
 

 
 

 
 

 退職給付引当金 

固定資産─連結会社間内部利益 

 

 

19,100

2,187

百万円 

 

15,687

1,823

百万円 

 

 未払労務費等  3,045 2,830 

 税務上の繰越欠損金  14,368 21,279 

 未払賞与  4,103 3,576 

 棚卸資産─評価減及び連結会社間内部利益  3,295 1,322 

 投資有価証券評価損  621 703 

 その他  9,371 8,892 

繰延税金資産小計  56,094 56,115 

評価性引当額  △25,089 △24,029 

繰延税金資産合計  31,004 32,085 

    

繰延税金負債 
   

 

 減価償却費  △4,205 △4,572 

 固定資産圧縮積立金  △2,309 △1,745 

 その他有価証券評価差額金  △31,238 △13,846 

 退職給付信託設定益  △14,089 △13,818 

 その他  △8,963 △3,900 

繰延税金負債合計  △60,806 △37,883 

    

繰延税金資産（負債）の純額  △29,801 △5,797 

 

 

２．国内の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
国内の法定実効税率  40.5% 40.0％ 

 (調整)   

 交際費等永久に損金算入されない項目  3.0 3.9 

 海外子会社での適用税率の差異  △2.2 △1.5 

 子会社の欠損金を除く評価性引当額の変動  3.2 △6.4 

 税額控除  △4.8 △1.2 

 関連会社持分法損益  △3.5 △3.5 

その他  1.9 1.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  38.1 33.1 

 

 

 

１０．関連当事者との取引 

 

    重要な取引が無いため、その記載を省略しております。 

 



平成18年05月12日

日本精工株式会社

1. 決算概要( 連結)

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比

売上高 287,287 113.2% 293,702 109.4% 580,989 111.3% 302,903 105.4% 325,571 110.9% 628,474 108.2%

営業利益 19,456 205.6% 18,827 114.0% 38,283 147.4% 18,414 94.6% 24,138 128.2% 42,552 111.2%

経常利益 17,755 291.9% 15,345 117.7% 33,100 173.1% 16,899 95.2% 22,017 143.5% 38,916 117.6%

税引前当期（中間）純利益 19,505 242.8% 15,526 84.3% 35,031 132.4% 19,048 97.7% 24,020 154.7% 43,068 122.9%

当期（中間）純利益 11,816 307.5% 10,533 100.8% 22,349 156.4% 9,953 84.2% 15,633 148.4% 25,586 114.5%

1株当たり当期（中間）純利益（円） 21.91 ― 19.44 ― 41.35 ― 18.46 ― 28.82 ― 47.28 ―

連結子会社数（社）

国内

海外

期末従業員数（人）

国内

海外

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

売上高 335,000 110.6% 345,000 106.0% 680,000 108.2%

営業利益 24,500 133.1% 27,500 113.9% 52,000 122.2%

経常利益 22,000 130.2% 25,000 113.5% 47,000 120.8%

税引前当期（中間）純利益 22,000 115.5% 25,000 104.1% 47,000 109.1%

当期（中間）純利益 13,000 130.6% 15,000 96.0% 28,000 109.4%

2. 事業の種類別セグメント売上高

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比

産業機械軸受 91,880 105.4% 93,593 105.0% 185,473 105.2% 94,839 103.2% 100,717 107.6% 195,556 105.4%

自動車関連製品 155,523 111.1% 160,646 110.1% 316,169 110.6% 168,796 108.5% 184,328 114.7% 353,124 111.7%

精密機器関連製品 32,411 164.7% 31,775 116.0% 64,186 136.4% 32,242 99.5% 33,589 105.7% 65,831 102.6%

その他 10,808 105.7% 12,431 134.3% 23,239 119.3% 11,740 108.6% 11,785 94.8% 23,525 101.2%

消去又は全社 △ 3,336 ― △ 4,742 ― △ 8,078 ― △ 4,716 ― △ 4,846 ― △ 9,562 ―

287,287 113.2% 293,702 109.4% 580,989 111.3% 302,903 105.4% 325,571 110.9% 628,474 108.2%

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

産業機械軸受 100,000 105.4% 105,000 104.3% 205,000 104.8%

自動車関連製品 187,000 110.8% 192,000 104.2% 379,000 107.3%

精密機器関連製品 36,000 111.7% 36,000 107.2% 72,000 109.4%

その他 16,000 136.3% 16,000 135.8% 32,000 136.0%

消去又は全社 △ 4,000 ― △ 4,000 ― △ 8,000 ―

335,000 110.6% 345,000 106.0% 680,000 108.2%

3. 事業の種類別セグメント営業利益

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比

産業機械軸受 9,363 192.1% 10,586 145.3% 19,949 164.1% 10,092 107.8% 11,968 113.1% 22,060 110.6%

自動車関連製品 8,971 128.0% 6,777 77.9% 15,748 100.2% 7,471 83.3% 9,917 146.3% 17,388 110.4%

精密機器関連製品 2,605 ― 2,160 150.0% 4,765 ― 1,877 72.1% 3,690 170.8% 5,567 116.8%

その他 558 89.1% 1,286 233.4% 1,844 156.5% 826 148.0% 478 37.2% 1,304 70.7%

消去又は全社 △ 2,043 ― △ 1,981 ― △ 4,024 ― △ 1,854 ― △ 1,914 ― △ 3,768 ―

19,456 205.6% 18,827 114.0% 38,283 147.4% 18,414 94.6% 24,138 128.2% 42,552 111.2%

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

産業機械軸受 11,300 112.0% 12,400 103.6% 23,700 107.4%

自動車関連部品 10,500 140.5% 11,700 118.0% 22,200 127.7%

精密機器関連製品 4,200 223.8% 4,200 113.8% 8,400 150.9%

その他 1,000 121.1% 1,700 355.6% 2,700 207.1%

消去又は全社 △ 2,500 ― △ 2,500 ― △ 5,000 ―

24,500 133.1% 27,500 113.9% 52,000 122.2%

9,742
12,897

81
23
58

22,639

平成18年3月期　連結決算補足説明資料

平成17年3月期 平成18年3月期

78 75 74
22 21 21
56 54 53

20,310 20,737 21,601
8,850 8,843 9,083

11,460 11,894 12,518

平成19年3月期

平成17年3月期 平成18年3月期

合  計

平成19年3月期

合  計

平成17年3月期 平成18年3月期

合  計

平成19年3月期

合  計

―　補足 1　―



4. 設備投資、減価償却費

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比

16,209 145.4% 21,951 144.8% 38,160 145.0% 25,263 155.9% 23,521 107.2% 48,784 127.8%

減価償却費 13,147 98.6% 14,288 105.3% 27,435 102.0% 13,695 104.2% 16,404 114.8% 30,099 109.7%

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

35,500 72.8%

減価償却費 32,000 106.3%

（注1）設備投資額の平成19年3月期予想は、有形固定資産のみへの投資額。

（注2）減価償却費の平成19年3月期予想は、有形固定資産のみの減価償却費。

5. 研究開発費

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比

4,736 113.5% 5,070 111.5% 9,806 112.4% 4,841 102.2% 4,887 96.4% 9,728 99.2%

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

10,000 102.8%

6. 為替換算レート

期中平均レート　　 （単位：円）

US＄

ユーロ

期末レート　 （単位：円）

US＄

ユーロ

以　上

平成17年3月期 平成18年3月期

設備投資

平成19年3月期

設備投資

平成17年3月期 平成18年3月期

研究開発費

平成19年3月期

研究開発費

平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期
想定

108.20 110.37 108
134.08 137.39 136

平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期
想定

104.21 118.07 108
141.61 139.83 136

―　補足 2　―


